

















































































事業等を中心に事業展開している。従業員は 2018 年 3 月 31 日現在、1,874 名であり、関連会社含
めた連結従業員数は、約 7,000 名である。また、同社の 2018 年度有価証券報告書に基づけば、筆頭
株主は、いすゞ自動車の 9.35% である。その意味ではいすゞ系の自動車部品サプライヤーである。3
また、自動車関連事業における売上高ベース上の主要顧客は、いすゞ自動車、三菱ふそうトラック・









　また、「平成 30 年 3 月期決算説明会」資料に基づけば、2017 年度の売上高は、212,119 百万円であり、
得意先別でみた売上高の割合は、いすゞ自動車が 20.9%、日産自動車が 13.7%、マツダ・AAT（タイ）・
フォード（タイ）が 12.3%、三菱ふそうダイムラーが 10.7%、UD トラックス ボルボが 8.7%、三菱
自動車が 7.1%、キャタピラーが 6.0%、コマツが 2.8% 等となっている。4
　製品別でみた売上構成については表 1-1 のようになっている。
3  H30 年プレス工業有価証券報告書 p.24 参照。いすゞ自動車のプレス工業に対する平成 30 年 3 月 31 日現在、発行
済株式の総数に対する所有株式数の割合は、9.35% となっており、その事由は営業活動の円滑化のためとしている。
なお、株主構成においてマツダ及び日産の資本関係は見当たらない。
4  プレス工業「平成 30 年 3 月期決算説明会」資料に基づく。なお 2018 年度業績予想では、得意先別売上高割合は




2016 年度 2017 年度
大型商用車用部品 58,518 31.4% 65,528 30.9%
小型車用部品 92,582 49.6% 102,508 48.3%
建設機械用部品 23,214 12.4% 31,774 15.0%
完成車組立 6,469 3.5% 6,978 3.3%
その他 5,846 3.1% 5,331 2.5%
合計 186,629 212,119









































































 出所）プレス工業五十年史編纂委員会 (1975) より筆者作成
　プレス工業は、いすゞ自動車のみならず、このジープタイプの車両組立の専用工場として、他社
の委託生産にも事業を拡大していった。1965 年には日産自動車から日産パトロール（60 車）の委
託生産を同社の埼玉製作所で開始した。その後、1970 年には藤沢工場に月産 2,500 台の生産能力を
もった車両工場を建設し、日産自動車から日産パトロール（60 車）の全量生産委託の機会を得た。
この日産から委託生産モデルは 1974 年まで急速に生産台数を伸ばし、1974 年には工場稼働率、月




　1968 年に設立された尾道工場においても、「第 1 期工事としてプレス工場・型工場・組立工場の
建設、第 2 期工事として組立工場の増築、機械設備の拡充」などが予定された。9
8  同社社史によれば、第 5 次計画（1968-1970 年）では藤沢工場の設備拡張、尾道工場、プレス工業埼玉製作所の
設立などが含まれ、3 か年での投資総額が 66 億円に達していた。この投資額は、第 4 次計画（1965-1967 年：32








   
表 1-2　プレス工業の委託生産史（1967~1994 年）




いすゞユニキャブ KR80 自主開発 1967 年 6 月～ 1975 年 3 月 11,274 119.9
日産パトロール 1970 年 12 月～ 1982 年 11 月 77,900 544.7
日産ディーゼル
ウェポンキャリア
1971 年 4 月～ 1972 年 11 月 331 16.5
日産ディーゼル　バス
（E690）
1971 年 5 月～ 1972 年 8 月 56 3.73
いすゞビッグホーン
（UBSʼ81 モデル）完成車
共同開発車 1981 年 4 月～ 1991 年 10 月 441,840 3479.0
いすゞビッグホーン
（UBSʼ81 モデル）KD 車
共同開発車 1981 年 4 月～ 1994 年 12 月 98,299 595.7
いすゞビッグホーン
（ニューモデル）完成車
共同開発車 1991 年 10 月～ 1994 年 12 月 104,082 2668.7
いすゞビッグホーン
（ニューモデル）KD 車
共同開発車 1992 年 10 月～ 1994 年 12 月 1,260 46.6
いすゞハイパック 1982 年 10 月～ 1988 年 4 月 1,000 14.9
いすゞルートバン 1982 年 12 月～ 1993 年 9 月 16,957 130.4
マツダ　プロシード・マービー 1990 年 12 月～ 1994 年 12 月 12,042 250.8
三菱キャンター・パネルバン 1991 年 6 月～ 1994 年 12 月 720 16.7
いすゞ　エルフ・ルートバン 1993 年 11 月～ 1994 年 12 月 1,216 93.5
注 1） 統計資料は、1995 年 3 月 31 日現在の資料となっているが、資料上のデータは 1994 年までを扱っているものと
推察される。そのため、1994 年 12 月までを暫定期間として扱った。そのため、委託生産が継続しているモデ
ルについても 1994 年 12 月までの累計生産台数としてカウントしている。
注 2） 月当たり平均生産台数は、委託生産期間の総生産台数を委託生産期間で割ったもの。
出所）プレス工業 70 年史編纂委員会（1995）p.223 より筆者作成
　この表からは、大きく 4 点がいえる。















車と KD 車、ハイバックやルートバンなどの 4 モデルを委託生産していた時期からであった。10








　例えば、日産自動車との委託生産関係は、1970 年 12 月～ 1982 年 11 月の約 12 年間において単
一モデルでの委託生産関係に終わっており、モデルの存続期間にとどまる一時的な関係性に特徴づ













































11   いすゞ自動車社史編集委員会（1988）p.256.
12   東洋工業は、1960 年に R360 クーペにより軽乗用車市場に参入し、鈴木自動車工業は、スズライトをモデルチェ
ンジしたスズライト TL を発売、新三菱工業は、1962 年に三菱・ミニカ、1966 年にはダイハツ工業がフェローを
発売した。
13   ヒルマンは、1907 年に製造された車で、1928 年にヒルマンの経営権がルーツ兄弟に移行した。1953 年時点のルー
ツモータース社の「年産能力は、14 万台、従業員 2 万人」であった。その後、ルーツモータース社は、1967 年
にクライスラー社の傘下に入り、1970 年には英国クライスラー社に社名変更した。いすゞ自動車社史編集委員会
（1988）pp.166-167.
14   ルーツモータース社との技術提携内容は、概ね以下のようなものだった。（1）技術供与：ヒルマン・ミンクス乗
用車の組立・製造技術、（2）許可年数：1953~1960 年の 7 年間、のちに 2 年間延長、（3）対価：イニシャルペイ
メント方式であり、最初の 2,000 台は不要であるものの、その後 1 台につき 25 ポンドの対価、（4）販売方法は、
いすゞ自動車、ルーツモータース社共同出資の販売会社を新設し、販売する。（5）輸出は禁止。いすゞ自動車社
史編集委員会（1988）p.166.









































































　いすゞ自動車の事例でいえば、取引先の K 銀行、D 銀行のほか、官庁や商社からも他完成車メー
カーとの提携への勧奨がみられた。例えば、1966 年のいすゞ自動車と富士重工との業務提携を締
結したが、これには K 銀行による慫慂があったとされる。19




が、その際には、メインバンクである D 銀行の M 銀行との合併過程提携の勧奨があったとされる。
1971 年にはいすゞ自動車は GM との資本提携を結んでいるが、これには、伊藤忠商事の提携打診
が背景にあったとされている。
　しかしながらこれらの業務提携は、一時的な関係性に留まるものであった。富士重工との提携期
間は約 2 年間（1966~68 年）、三菱重工業との提携は約 1 年間（1968~69 年）、また日産自動車との
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